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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第65期
第２四半期
連結累計期間

第66期
第２四半期
連結累計期間

第65期

会計期間
自平成29年４月１日
至平成29年９月30日

自平成30年４月１日
至平成30年９月30日

自平成29年４月１日
至平成30年３月31日

売上高 （千円） 16,534,051 16,071,926 33,286,576

経常利益 （千円） 99,438 482,869 594,651

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 175 349,065 433,934

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 167,220 327,296 456,048

純資産額 （千円） 3,768,337 4,519,687 4,250,374

総資産額 （千円） 19,132,191 20,063,565 20,663,846

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 0.01 25.49 33.92

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 0.01 － －

自己資本比率 （％） 19.7 22.5 20.5

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 2,011,305 12,284 2,171,369

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △267,294 55,023 △290,190

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △277,768 22,132 △490,429

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 3,695,240 3,709,187 3,619,747

 

回次
第65期
第２四半期
連結会計期間

第66期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成29年７月１日
至平成29年９月30日

自平成30年７月１日
至平成30年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 39.57 33.67

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第66期第２四半期連結累計期間および第65期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につき

ましては、潜在株式が存在していないため記載しておりません。

４．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。なお、連結子会社であった株式会社サイバーコムの株式をすべて売却したため、連結の範囲か

ら除外しております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1)財政状態及び経営成績の状況

①経営成績に関する説明

当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、政府の各種経済政策や日銀による金融政策等を背景に企業収

益や設備投資の改善および良好な雇用環境が続き、景気は緩やかな回復基調で推移いたしましたが、米国の通商政

策に伴う貿易摩擦への懸念などにより、依然として先行きが不透明な状況となっております。

当情報サービス業界におきましては、ＩｏＴやＡＩなど新技術を活用した先進事例が一部で実現する一方、民需

分野では企業規模の大小を問わず慎重な投資姿勢は維持しながらも、人手不足を背景とした生産性向上や合理化目

的のＩＣＴ投資を中心に企業のシステム投資は堅調に推移しております。

こうした環境の下、当社グループではトップラインの拡大を目指した受注活動の強化に努め、収入の安定化を図

るべくストックビジネスの増強にも継続して取組みました。同時に、サイバーセキュリティ製品「AppGuard®」の拡

販ならびに、スマートウォッチを活用したウェアラブル事業にも注力いたしました。

さらに、「お客さま第一」の方針のもと、お客さまの経営課題の解決をご支援するために、「人の品質」「物の

品質」「仕事の品質」の向上をめざし、組織横断のタスクフォース活動による品質向上に取組みました。

この結果、販売面につきましては、富士通株式会社および同社グループとの連携強化により、新規商談および既

存顧客からの受注獲得に努めた結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、受注高170億77百万円（前年同期比

103.6％）、売上高160億71百万円（前年同期比97.2％）となりました。

利益面につきましては、粗利益の増加や経費抑制の継続などにより前年同期比で改善し、営業利益４億34百万円

（前年同期比428.2％）、経常利益４億82百万円（前年同期比485.6％）となりました。

また、法人税、住民税及び事業税ならびに法人税等調整額を計上した結果、親会社株主に帰属する四半期純利益

につきましては、３億49百万円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純利益０百万円）となりました。

 

事業部門別の業績は次のとおりであります。

なお、当社グループは、情報通信分野における機器の販売及びサービスの提供を行う単一の事業活動を営んでい

るため、事業部門別に記載しております。

 

情報通信機器部門

情報通信機器部門におきましては、富士通株式会社および同社グループとの連携強化により、受注高は58億10

百万円（前年同期比120.4％）と増加しましたが、前期大型案件の影響により、売上高は53億37百万円（前年同期

比79.5％）と減少しました。

 

ソリューションサービス部門

ソリューションサービス部門におきましては、受注高112億67百万円（前年同期比96.7％）、売上高107億34百

万円（前年同期比109.3％）となりました。同部門の内訳としては、ソフトウェアサービスでは、公共分野および

民需分野とも堅調に推移したことから、売上高は66億98百万円（前年同期比113.9％）となりました。

保守サービスでは、ストックビジネスの増加により、売上高は27億10百万円（前年同期比109.5％）と増加しま

した。

また、ネットワーク工事では、受注高が前期大型案件の影響により減少し、売上高は13億25百万円（前年同期

比90.8％）となりました。

 

当社グループの四半期業績の特性について

　情報サービス産業の特性として、ハードウェアならびにシステムの導入および更新が年度の節目である９月、３

月に集中する傾向にあるため、当社グループの売上高および利益は、第２四半期、第４四半期に増加する特性があ

ります。
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②財政状態に関する説明

当第２四半期連結会計期間末の資産につきましては、前連結会計年度末より６億円減少し、200億63百万円となり

ました。この主な要因は、前連結会計年度末に集中した売上に係る債権が順調に回収されたことにより受取手形及

び売掛金が９億50百万円減少したことであります。

負債につきましては、前連結会計年度末より８億69百万円減少し、155億43百万円となりました。この主な要因

は、支払手形及び買掛金が９億45百万円減少したことであります。

純資産につきましては、前連結会計年度末より２億69百万円増加し、45億19百万円となりました。この主な要因

は、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上に伴う利益剰余金の増加によるものであります。

 

(2)キャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ・フローは、12百万円の収入（前年同期は20億11百万円の収入）となりました。これ

は主に税金等調整前四半期純利益４億53百万円、売上債権の減少による８億89百万円の収入、および仕入債務の減

少による９億15百万円の支出によるものであります。

投資活動によるキャッシュ・フローは、55百万円の収入（前年同期は２億67百万円の支出）となりました。これ

は主に定期預金の払戻による収入であります。

財務活動によるキャッシュ・フローは、22百万円の収入（前年同期は２億77百万円の支出）となりました。これ

は主に短期借入れによる収入であります。

この結果、当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度の期末残高より

89百万円増加し、37億９百万円となりました。

 

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題及び経営者の問題認識と今後の方針について

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等は次

のとおりであります。

 

株式会社の支配に関する基本方針について

　当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、株主様をはじめとした当社のステークホルダーとの信頼

関係を最優先に考え、当社の企業価値を中長期的に最大化させる者でなければならないと考えております。

　当社はこの方針の下、次の取組みを行っていきます。

① 業績の向上を図り、安定した収益基盤を確立すること

② 大株主である企業との取引関係をより密にし、継続的な信頼関係を構築すること

③ 業績を反映した適正な株価形成と、円滑な株式流通を確保するため、ＩＲ活動を強化すること

④ 株主優遇策すなわち、株価、配当を財務戦略の重要課題として位置づけるとともに、財務面の健全性向上・

維持に取組むこと

⑤ 不本意な買収に対抗できる企業価値向上のため、経営計画を策定・推進し、成長基盤を確立すること

⑥ 良好な労使関係を確立し、持株会の充実を図り従業員の支持を得ること

　さらに、当社は株主異動状況の定期的な調査、買収提案があった場合の対応手順の作成等、当社株式の大量取

得を行う者が出現した場合に適切な対応を講ずることができるように努めてまいります。

　なお、取締役会としては、上記取組みの具体的な内容からして、株主共同の利益を損なうものではなく、役員

の地位の維持を目的とするものではないと判断しております。

(4)研究開発活動

　該当事項はありません。

 

(5)経営成績に重要な影響を与える要因や問題点と経営戦略および今後の方針について

　当社グループは、コンピュータメーカー各社および関連ソフトウェア会社、ソフトウェアパッケージ会社、シス

テムインテグレータ、コンサルティング会社など多種多様な企業と競合関係にあり、今後、同業他社あるいは新規

参入者との取扱い商品・サービス、業務スキル、技術面等での競争結果によっては、業績に影響を及ぼす可能性が

あります。

　このような要因を解消するため、当社グループは「お客さま第一」の基本に立ち返り、「顧客視点」の営業活動

を積極的に展開するとともに、コスト削減の推進に加え、会社体質の変革を進めてまいります。
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(6)資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社グループの資金需要は、情報通信機器等の仕入、ソフトウェア等の制作および人件費を主とする販売費及び

一般管理費等によるものであり、これらを使途とする運転資金の安定的かつ機動的な確保を資金調達の基本方針と

しております。この方針に沿い、当第２四半期連結会計期間末現在、短期借入金28億円、長期借入金５億74百万円

（1年内返済予定の長期借入金を含む。）を本邦内において調達しております。

　当社グループは、大幅な固定費削減や事業ポートフォリオの見直しによる構造改革および売掛金の回収促進など

の営業活動によるキャッシュ・フローの改善に加え、金融機関からの安定した資金調達により、当社グループの成

長を維持するための運転資金を確保する方針であります。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 47,900,000

計 47,900,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成30年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年11月８日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 13,868,408 13,868,408
東京証券取引所

（市場第二部）

権利内容に何ら限定
のない当社における
標準となる株式
単元株式数100株

計 13,868,408 13,868,408 － －

（注）　平成30年２月９日開催の取締役会決議により、平成30年４月１日付で単元株式数を1,000株から100株に変更して

おります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

平成30年７月１日～

平成30年９月30日
－ 13,868,408 － 1,969,068 － 100,000
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（５）【大株主の状況】

  平成30年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

富士通㈱ 神奈川県川崎市中原区上小田中４－１－１ 1,866 13.63

㈱オービック 東京都中央区京橋２－４－15 1,500 10.95

ライフスタイル・ジャパン投資事業

有限責任組合

京都府京都市中京区烏丸通錦小路上る手洗

水町659
1,307 9.55

㈱大和証券グループ本社 東京都千代田区丸の内１－９－１ 1,277 9.33

大興電子通信従業員持株会 東京都新宿区揚場町２－１ 759 5.55

㈱ドッドウエルビー・エム・エス 東京都中央区日本橋久松町12－８ 637 4.65

興銀リース㈱ 東京都港区虎ノ門１－２－６ 517 3.78

日本トラスティ・サービス信託銀行

㈱
東京都中央区晴海１－８－11 213 1.56

大興電子通信取引先持株会 東京都新宿区揚場町２－１ 205 1.50

サンテレホン㈱ 東京都中央区日本橋箱崎町36－２ 200 1.46

計 － 8,484 61.95

　（注）　上記のほか、自己株式が174千株あります。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　 174,000
―

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式　13,672,700 136,727 同上

単元未満株式 普通株式　　　21,708 ― 同上

発行済株式総数 13,868,408 ― ―

総株主の議決権 ― 136,727 ―

　（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式96株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成30年９月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数
の合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

大興電子通信㈱

東京都新宿区

揚場町２－１
174,000 ― 174,000 1.25

計 ― 174,000 ― 174,000 1.25

　（注）　当第２四半期会計期間末日現在における当社所有の自己株式数は、174,096株であります。

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成30年７月１日から平

成30年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,766,792 3,758,634

受取手形及び売掛金 ※１ 8,038,707 ※１ 7,087,731

機器及び材料 11,441 5,381

仕掛品 3,508,275 3,500,079

その他 551,326 839,662

貸倒引当金 △102,097 △15,147

流動資産合計 15,774,445 15,176,341

固定資産   

有形固定資産 1,056,299 1,044,560

無形固定資産 147,303 171,152

投資その他の資産   

投資有価証券 2,715,669 2,690,202

退職給付に係る資産 506,782 512,864

繰延税金資産 44,096 44,742

その他 475,939 479,742

貸倒引当金 △56,690 △56,040

投資その他の資産合計 3,685,796 3,671,510

固定資産合計 4,889,400 4,887,223

資産合計 20,663,846 20,063,565

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 5,340,860 4,395,322

短期借入金 2,579,000 2,800,000

1年内返済予定の長期借入金 322,656 262,615

未払法人税等 145,516 147,058

賞与引当金 360,400 425,500

その他 1,989,928 1,905,862

流動負債合計 10,738,361 9,936,358

固定負債   

長期借入金 359,188 312,230

退職給付に係る負債 4,889,729 4,910,721

繰延税金負債 287,721 249,195

その他 138,470 135,371

固定負債合計 5,675,109 5,607,518

負債合計 16,413,471 15,543,877
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,969,068 1,969,068

資本剰余金 132,978 134,892

利益剰余金 1,432,615 1,726,903

自己株式 △44,172 △44,215

株主資本合計 3,490,489 3,786,648

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 883,804 840,321

退職給付に係る調整累計額 △128,609 △107,281

その他の包括利益累計額合計 755,194 733,039

非支配株主持分 4,690 －

純資産合計 4,250,374 4,519,687

負債純資産合計 20,663,846 20,063,565
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

売上高 ※１ 16,534,051 ※１ 16,071,926

売上原価 13,516,872 12,623,553

売上総利益 3,017,179 3,448,373

販売費及び一般管理費 ※２ 2,915,604 ※２ 3,013,380

営業利益 101,574 434,992

営業外収益   

受取利息 410 83

受取配当金 17,134 18,753

持分法による投資利益 － 33,368

その他 16,361 10,725

営業外収益合計 33,906 62,931

営業外費用   

支払利息 20,381 12,822

持分法による投資損失 7,353 －

その他 8,307 2,231

営業外費用合計 36,042 15,053

経常利益 99,438 482,869

特別利益   

固定資産売却益 133 －

投資有価証券売却益 12,300 2

特別利益合計 12,434 2

特別損失   

関係会社株式売却損 － 25,955

ゴルフ会員権評価損 － 3,404

特別損失合計 － 29,359

税金等調整前四半期純利益 111,872 453,512

法人税、住民税及び事業税 33,339 112,883

法人税等調整額 83,052 △8,822

法人税等合計 116,392 104,060

四半期純利益又は四半期純損失（△） △4,519 349,451

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△4,694 386

親会社株主に帰属する四半期純利益 175 349,065
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △4,519 349,451

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 143,974 △43,494

退職給付に係る調整額 27,744 21,327

持分法適用会社に対する持分相当額 20 11

その他の包括利益合計 171,739 △22,155

四半期包括利益 167,220 327,296

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 171,914 326,910

非支配株主に係る四半期包括利益 △4,694 386
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 111,872 453,512

減価償却費 67,212 64,223

賞与引当金の増減額（△は減少） 24,800 65,100

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6,415 △87,600

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △21,234 △19,310

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 52,345 64,274

受取利息及び受取配当金 △17,545 △18,837

支払利息 20,381 12,822

持分法による投資損益（△は益） 7,353 △33,368

固定資産売却損益（△は益） △133 －

投資有価証券売却損益（△は益） △12,300 △2

ゴルフ会員権評価損 － 3,404

関係会社株式売却損益（△は益） － 25,955

売上債権の増減額（△は増加） 2,523,805 889,366

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,436,836 △36,797

仕入債務の増減額（△は減少） △2,260,510 △915,978

その他 166,898 △347,590

小計 2,093,365 119,173

利息及び配当金の受取額 18,302 19,395

利息の支払額 △17,591 △11,820

法人税等の支払額 △82,770 △114,464

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,011,305 12,284

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △102,400 △2,400

定期預金の払戻による収入 100,000 100,000

有形固定資産の取得による支出 △6,996 △10,708

有形固定資産の売却による収入 33,890 －

無形固定資産の取得による支出 △9,867 △45,682

投資有価証券の取得による支出 △310,887 △1,237

投資有価証券の売却による収入 31,880 2

ゴルフ会員権の取得による支出 － △5,654

関係会社株式の取得による支出 － △5,952

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

収入
－ 33,746

その他 △2,913 △7,090

投資活動によるキャッシュ・フロー △267,294 55,023

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 100,000 1,000,000

短期借入金の返済による支出 △426,500 △779,000

長期借入れによる収入 400,000 279,000

長期借入金の返済による支出 △281,643 △385,999

リース債務の返済による支出 △32,739 △36,427

非支配株主からの払込みによる収入 3,000 －

自己株式の取得による支出 △2,691 △43

配当金の支払額 △37,194 △54,777

非支配株主への配当金の支払額 － △620

財務活動によるキャッシュ・フロー △277,768 22,132

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,466,242 89,440

現金及び現金同等物の期首残高 2,228,997 3,619,747

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 3,695,240 ※１ 3,709,187

 

EDINET提出書類

大興電子通信株式会社(E02683)

四半期報告書

14/19



【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更に関する注記）

当第２四半期連結会計期間において、連結子会社であった株式会社サイバーコムの株式をすべて売却したた

め、連結の範囲から除外しております。

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負

債の区分に表示しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

受取手形割引高

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成30年９月30日）

受取手形割引高 50,594千円 －千円

 

※１　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしておりま

す。なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期

手形が四半期連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成30年９月30日）

受取手形 56,715千円 74,544千円

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

平成30年４月１日　至平成30年９月30日）

※１　情報サービス産業の特性として、ハードウェアならびにシステムの導入および更新が年度の節目である

９月、３月に集中する傾向にあるため、当社グループの売上高は、第２四半期、第４四半期に増加する

特性があります。

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
　　至 平成29年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
　　至 平成30年９月30日）

従業員給料手当 1,264,956千円 1,262,099千円

賞与引当金繰入額 191,605 231,227

退職給付費用 114,991 115,330

法定福利費 231,473 236,979

減価償却費 40,764 48,774

賃借料 207,963 232,143

外注費 211,331 206,012

 

EDINET提出書類

大興電子通信株式会社(E02683)

四半期報告書

15/19



（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下

記のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日）

現金及び預金勘定 3,836,584千円 3,758,634千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △141,343 △49,447

現金及び現金同等物 3,695,240 3,709,187

 

（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年９月30日）

１　配当に関する事項

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成29年６月23日

定時株主総会
普通株式 37,194 利益剰余金 3 平成29年３月31日 平成29年６月26日

 

２　株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

 

当第２四半期連結累計期間（自平成30年４月１日　至平成30年９月30日）

１　配当に関する事項

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成30年６月22日

定時株主総会
普通株式 54,777 利益剰余金 4 平成30年３月31日 平成30年６月25日

 

２　株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

平成30年４月１日　至平成30年９月30日）

当社グループは情報通信分野における機器の販売及びサービスの提供を行う単一の事業活動を営んでいるた

め、セグメント情報については記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年９月30日）

（１）１株当たり四半期純利益金額 0円01銭 25円49銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
175 349,065

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（千円）
175 349,065

普通株式の期中平均株式数（株） 12,395,698 13,694,358

（２）潜在株式調達後１株当たり四半期純利益金額 0円01銭 －

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） 1,307,189 －

希薄化効果を有していないため、潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－ －

　（注）当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につきましては、潜在株式が存在して

いないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

平成30年11月５日

大興電子通信株式会社

取締役会　御中

太陽有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士  柴谷　哲朗　　印

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士  古市　岳久　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大興電子通信株

式会社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成30年７月１日から

平成30年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大興電子通信株式会社及び連結子会社の平成30年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１.上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は、当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　２.ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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